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分
科
会
・
厚
生
関
係 

11
月
19
日 

中
原
ひ
ろ
み
議
員
の
質
問 

財政再建問題と 

新たな自治体リストラについて 
12月４日（木） 夕方６時半から 

広島市役所 議会棟３階 第一委員会室にて 

懇談会のご案内 

ぜ
ひ
参
加
し
て
下
さ
い 

ケースワーカーを増員して 
親切であたたかい支援を 
 
今年の２月議会では、約500世帯分の生活保護費の補正予算が

組まれ、当初予算の見込みを上回わる規模で生活保護世帯が急

増しています。中原議員は、経済的・精神的自立を援助するケース

ワーカーの質と人数について質問しました。 

広島市のケースワーカーは、02年度の４月時点で92人、03年度

は12人増員し104人となっていますが、増える一方の保護世帯数に

追いつかず、一人のケースワーカーの担当する世帯数が100世帯

を超える状況は解消されていません。 

社会福祉法では、一人のケースワーカーの担当世帯数の目安

は80世帯。中原議員は、02年度の生活保護世帯数を基に、国の目

安の80人に合わせるには最低12人の増員が必要と指摘。市は、「事

務の簡素化､効率化も図りながら、ケースワーカーの確保､増員配

置に努力をしたい」と答弁しました。 

不
況
下
で
扶
助
費
は
自
然
増
な
の
に 

「
伸
び
率
２
％
に
抑
制
」は
お
か
し
い 

 

市
の
次
期
財
政
健
全
化
計
画
（
素
案
）で
は
、

04
年
度
か
ら
07
年
度
の
４
年
間
で
、
１
３
０
２

億
円
の
歳
出
削
減
（一
般
財
源
ベ
ー
ス
）を
目
標

と
し
て
い
ま
す
（大
規
模
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
含
む
投

資
的
経
費
削
減
４
５
０
億
円
、
事
務
事
業
費
削

減
４
１
０
億
円
な
ど
）。 

こ
の
な
か
で
市
は
、
現
行
の
伸
び
率
見
込
み

が
４
・５
％
の
扶
助
費
（生
活
保
護
費
・社
会
福

祉
費
・
児
童
福
祉
費
・
保
健
衛
生
費
・
原
爆
対

策
費
等
）を
２
％
に
抑
制
す
る
と
し
て
い
ま
す
。 

中
原
議
員
は
、
扶
助
費
の
代
表
的
な
も
の
で

あ
る
生
活
保
護
世
帯
の
受
給
状
況
に
つ
い
て
、

「自
然
に
歳
出
増
に
な
る
扶
助
費
を
ど
の
よ
う

に
し
て
半
分
以
下
に
抑
え
る
の
か
、
そ
ん
な
こ

と
が
で
き
る
の
か
」と
追
及
し
ま
し
た
。 

 今
年
度
は
１
万
世
帯
を
超
え
た
生
活

保
護
世
帯 

 

生
活
保
護
世
帯
数
は
、
93
年
度
が
４
４
５
２

世
帯
で
し
た
が
、
02
年
度
は
９
２
４
４
世
帯
と
、

10
年
間
で
２
倍
以
上
に
増
え
て
い
ま
す
。
今
年

度
は
既
に
１
万
世
帯
を
超
え
、
扶
助
費
全
体
で

も
年
平
均
で
３
・
８
％
の
伸
び
を
示
し
て
き
ま

し
た
。 

守
田
貞
夫
社
会
局
長
は
、「景
気
の
低
迷
、リ

ス
ト
ラ
で
扶
助
費
が
増
え
る
こ
と
は
あ
る
と
思

う
。生
活
保
護
世
帯
が
増
え
れ
ば
、当
然
、扶
助

費
は
増
え
ざ
る
を
得
な
い
が
、
自
立
を
促
す
適

正
な
扶
助
費
の
執
行
な
ど
、
小
さ
い
と
こ
ろ
か

ら
の
ケ
ア
を
し
て
扶
助
費
を
抑
え
て
い
く
。
ま

た
、
各
制
度
の
運
用
の
適
正
化
、
既
存
事
業
の

必
要
性
を
検
討
し
、
必
要
性
、
効
果
が
薄
れ
て

い
る
事
業
は
見
直
す
が
、
市
民
生
活
に
悪
影
響

不況で扶助費が増えるのは当然  

最優先で扶助費の確保を 
次期 

財政健全化 

計画（素案） 

を
招
か
な
い
よ
う
市
民
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
て
い

き
た
い
」と
答
弁
し
ま
し
た
。 

 財
政
難
の
原
因
は
市
民
に
は
な
い 

 

中
原
議
員
は
、
「財
政
難
に
い
た
っ
た
原
因
は

市
民
に
は
な
い
。
扶
助
費
を
大
型
公
共
事
業
と

一
律
の
基
準
で
削
減
す
る
事
は
認
め
ら
れ
な

い
。
市
民
の
福
祉
向
上
に
努
め
る
と
い
う
行
政

の
仕
事
か
ら
み
て
も
、
自
然
増
に
な
る
扶
助
費

は
、最
優
先
で
予
算
を
確
保
す
べ
き
だ
」と
指
摘

し
ま
し
た
。 



小規模通所授産施設 
国の制度を活用すれば、 

新たに国の補助金５５０万円（一施設当たり） 
 市内の小規模作業所（身体障害者・知的障害者）は31個所、

市は年間2億1000万円（一作業所あたり約700万円）を補助し

ています。 
 市の答弁によると、国が2000年度に制度化した小規模通所

授産施設に移行すれば年間1100万円が補助されます（補助金

の財源は国と市の折半）。市の補助額は一授産所に550万円。

移行すれば、市の持ち出しは一作業所あたり150万円少なく

なりますが、作業所への補助金は400万円増えます。 
市は移行に向け、作業所の実情に応じた支援をする考えを

示し、市の第一号に「ふたつかの里」が授産施設のモデルケー

スとなり、社会福祉法人設立へのマニュアルを作成したこと

を明らかにしました。 
 

高齢者・障害者 
公共交通機関利用助成パス 
身近な公共施設での交付でサービス向上を 

中原議員は、住民サービス向上の一つとして、高齢者・障

害者公共交通機関利用助成パスの交付場所を身近な公共施

設にも拡大するように求めました。 
制度がスタートした1993年当時は区役所と出張所のみの

交付でしたが、市は「可能な所から公民館や集会所を交付会

場として増やしている」と答弁。交付会場の拡充については、

会場への職員配置、利用券や交付台帳の管理、区の担当課の

職員が現地へ出向く必要があり、限界はあるとしながら可能

な所については順次検討していきたいと答えました。 
 中原議員は、現地へ出向く職員が必要ならば、社会局の中

市民サービスを向上させ、市の財源を助ける提案をしました 

増える 介護保険料の滞納者 
ペナルティーは機械的にせず実情を良く聞いて 
◇収入未済（普通徴収） 

 2000年 900件  01年 2000件  02年 4000件 

 市は、現在の滞納者は6080人、このうち介護サービスを利

用している人には、戸別訪問を実施し、給付制限の説明や納付

相談を行った結果、これまでに給付制限を行った事例はない

と答弁。中原議員は、市の努力を認めた上で、国に対して補助

金の増額と一般財源からの補填を許可するよう強く要望すべ

だと主張しました。 

 

介護保険料徴収事務の簡素化を提案 
特別徴収から普通徴収に変更の場合は充分な説明を 
 所得段階の変更や資格喪失などの事情で、年間の介護保険

料が変化すると、年金からの天引きが即座に対応できない為､

特別徴収（年金天引き）を一旦停止して、普通徴収（個人納付）

に切り替えられます。そのため、高齢者が突然に保険料を自分

だけで人員確保を考えなくても、今後、中止・凍結される大

規模プロジェクトの職員で対応するなどすれば、住民サービ

スが向上するのではないかと提案しました。 
 市は、「利用助成パスは金券であり､苦情対応もあるのでど

こまでできるか検討する」と答弁しました。 

 

病児保育 
国の補助認定を受ければ、市の財政も潤う 
 現在、乳幼児支援一時預かり事業として実施している３園

の病児保育に、年間2000万円の補助金を支出していますが、

国も病児保育には補助金を出していることから、中原議員

は、国の補助認定を受けられないのかと提案しました。 
市は、「病児保育の立ち上げの時は、病児保育園と病院が

一体になっているかどうか、保育室の広さの基準などが、国

の補助金交付の要件だったために、当時は補助金の対象外と

なり市独自で予算化してきたが、来年度からは、国の補助認

定が受けられるように検討する」と答弁しました。 
 

保育ママ制度 
認定条件の緩和で働くお母さんの支援を 

０歳児から２歳児までを家庭で預かる家庭的保育者の実

施状況は４人（各一人を保育。安佐南区２人、安佐北区1人、

西区で1人）。中原議員は、制度が周知されていないとして、

「日当たり」や「公園の近く」などの自宅環境に厳しい条件

をつけず、保育資格を有し、働く意志を持つ人にはスムーズ

な認定をすることを求めました。 

また、待機児の多い地域で、保育士資格を持ちながら働い

ていない人を調査し、制度に協力を依頼するなど、積極的な

働きかけを提案。待機児を少しでも減らし、働く親の社会参

加を助けるべきだと訴えました。 

で払い込まなければならず、戸惑う実態があります。 

 中原議員は、収入段階が変わると保険料の徴収方法が変わ

ることは事務処理を煩雑にするだけでなく、保険料滞納にも

つながるとして、改善を求めました。市は、他の政令市とと

もに特別徴収の仕組みの改善、柔軟な対応を国に要望をして

いくと答弁しました。 
  
介護利用料 軽減対象者の拡大で公平な行政を 
 介護保険導入以前から訪問介護を受けていたために、利用

料が３％に軽減された市民税非課税の利用者は1447人、同じ

所得条件でありながら、導入後から介護を受け始めたため

に、１０％の利用料を負担している人は3400人になることが

明らかになりました。 

 中原議員は、同じ条件でサービスを使っているのに、利用

料が６％と１０％と違うのは公平性に欠けるとして、市民税

非課税世帯の全ての人に、利用料の軽減をすべきではないか

と迫りました。 


